




を集め､ 議論されてきたのが社会的企業 (social enterprise)1) である2)｡
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1) social enterpriseの日本語訳について､ 英語の socialと日本語の社会は必ずしも一致
せず､ また､ 企業にはイノベーションの担い手としての enterpriseと事業体としての
firmという意味が混在しているという指摘もある (鈴木, 2014)｡ 特に社会的企業の
社会性は非常に重要な論点であるが､ 本稿では多くの議論でされているように social
enterpriseを社会的企業と訳して議論を進めていく｡









キーワード：社会的企業 (Social Enterprise)､ 社会企業家 (Social Entre-
preneur)､ 批判的研究 (Critical Study)､ 規範的研究 (Norma-
tive Study)､ 実践 (Practice)
もともと社会的企業という言葉は､ 1970年代にアメリカの NPOのコミュ
ニティのなかで障害者やホームレスの人などに職業の機会を作る活動に対し
て用いられるようになったと言われている (Alter, 2002)｡ その後､ 1990年
頃より人口に膾炙し始め､ 1993年にハーバード・ビジネス・スクールにおい













いる (Defourny and Nyssens, 2010)｡ しかし､ 社会的企業は､ 各国の状況や
論者の問題関心を反映して様々に論じられてきた｡ 各団体の社会的企業の定
義を見るだけでも､ その違いが分かる｡ 例えば､ アメリカの社会企業家のネッ
トワーク組織である Social Enterprise Allianceでは､ 社会的企業は ｢市場主
浦 野 充 洋46
3) Short, Moss and Lumpkin (2009) によると､ 社会的企業が学術的な雑誌で初めて論じ
られたのは1991年である｡
4) 1995年にベルギーで社会的目的をもった会社 (company with a social purpose)､ 1998
年にポルトガルで社会的連帯協同組合 (social solidarity co-operative)､ 1999年にギリ
シャで有限責任社会的協同組合 (social co-operatives with limited liability)､ 2001年に
フランスで社会的協同組合 (	
	collectif)､ 2004年にイギリ
スでコミュニティ利益会社 (community interest company) に関する法律が制定され
ている (Defourny, 2001 ; 藤井, 2013a)｡
導のアプローチを通じて､ 基礎的な満たされていない要求や社会的課題に取
り組む組織｣5) と定義されている｡ それに対して､ ヨーロッパにおける社会
的企業の国際比較調査プロジェクトを契機に結成された研究ネットワークで
ある EMES (	
des Entreprises Sociales en Europe) は､ 経済的
な基準と社会的な指標という２つの軸をもとに定義している｡ 経済的な基準
としては､ 継続的な財・サービスの生産・供給､ 高度の自律性､ 経済的なリ
スク､ 有償労働｡ 社会的な指標としては､ コミュニティへの貢献という明確



















5) Social Enterprise Alliance のホームページ (https : // socialenterprise.us / about / social-
enterprise /) より｡
6) アメリカとヨーロッパにおける社会的企業の違いについては､ Kerlin (2006)､
Defourny and Nyssens (2010)､ 藤井 (2013a) などに詳しい｡
以上のように､ 社会的企業はアメリカとヨーロッパの２つのルーツに根ざ
しながら､ 相互に影響を及ぼしながら議論が重ねられてきた (Defourny and











ただけであるという指摘もある (橋本, 2009)｡ とは言え､ 日本においても
2000年代後半より社会的企業に関する議論が数多く見られるようになってき





満たす事業であるとされる (経済産業省, 2008, 3 頁 ; 経済産業省, 2011, 4
頁)9)｡
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7) ヨーロッパにおいても､ とくにビジネス・スクールではビジネスの観点からの関心が
高まってきており､ アメリカの議論に根ざしながら社会的企業が議論されるようになっ


















う問題が指摘されてきた (藤井, 2013a)｡ アメリカの議論に近いということ
は､ 同様の問題が当てはまるとも言える｡ この問題に対して､ 日本において
も､ 近年､ 社会性の意味を社会的排除問題に絞った議論も行われている (e.













である｡ 例えば Dees (1998) は､ 社会的企業を NPOと営利企業の連続線上に位置づ
け､ ミッションに即した活動をサポートするために商業活動を展開する NPOからフィ
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ランソロピーや CSRを行う営利企業まで､ 幅広く社会的な目的を掲げる組織を対象
としてきた｡ 日本においても､ 谷本・大室・大平・土肥・古村 (2013) では､ 幅広く
ソーシャル・イノベーションを捉えていくために､ 限定を設けることなく社会的な課
題に取り組む組織を対象とすることが明示されている｡ ただし､ アメリカでも､ 実務
においては主に NPOが対象にされてきた (Kerlin, 2006)｡ ヨーロッパでは､ 社会的
企業は営利企業とは異なる ｢もう一つのやり方｣ として捉えられてきた (OECD,
2009)｡ そのため､ サードセクターに位置づけられ労働組合やアソシエーションが対
象とされることが多い｡





















リコルディア慈悲信心会 (Venerabile Arciconfraternita della Misericordia di
Firenze)13) は､ この法律を利用してホテル経営を事業とするピアツ (Piaz







る｡ イタリアの救急活動は､ 日本のような公的サービスではなく､ 各地に存在するミ
ゼリコルディアによって担われている｡


















者の意味づけに注目するものである｡ 米澤 (2017) は､ このアプローチのも
とで､ とくに社会的企業のなかでも労働統合型社会的企業に焦点をあて､ そ
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をもとに明らかにしてくことは重要なことであろう｡ しかし､ どれほど実践
に寄り添おうとしても､ 理論負荷的にしか現象を捉えることができないこと
は古くから議論されてきたことでもある (Woolgar and Pawluch, 1985)｡ 米






であろうか｡ Dacin, Dacin and Tracey (2011) によれば､ 多くの議論で社会
企業家は英雄として特徴付けられてきたという｡ 藤井 (2013b) は､ 社会的
企業論において創造的で斬新なアイデアを持った英雄の存在が与件にされて
きたことを批判している｡ Dey and Steyaert (2010) によると､ 暗黙裡に英
雄としての社会企業家を前提としてきてしまった背後には､ 我々の成果
(performativity) に対する志向性が根ざしている｡ この成果に対する志向性
は､ 現代に生きる我々が持つ､ 実用性 (utility)､ 合理主義 (rationalism)､

















れることで､ 世界中で注目を集めることになった｡ そして､ その問題を解決



















得るのだろうか｡ Dey and Steyaert (2012) は､ これまでの社会的企業論の
なかで見られる批判的研究を (1) 脱神話化 (myth-busting)､ (2) 権力作用
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に対する批判 (critique of power effects)､ (3) 規範的批判 (normative
critique)､ (4) 逸脱を通じた批判 (critique of transgression) の４つに分類
している｡
第１の脱神話化は､ 経験的なエビデンスに根ざしていない印象や直感をも










必要があるであろう｡ しかし､ このアプローチは､ 調査をして十分に調べれ
ば､ 社会的企業の真実を明らかにできるという前提にもとづいている｡







わせているのかに対する理解をもたらすことにある｡ 例えば､ Dempsey and
Sanders (2010) は､ 社会的企業はストレスのかかる作業環境や個人の犠牲､
低い賃金を強いるにも拘わらず､ 伝統的なキャリア・パスに対する代替案と
して肯定的に意味づけられることで搾取構造ができあがってきたことを批判




















る｡ 逸脱を通じた批判は､ 当事者の発話､ 物語などを直接的に説明に用いる
ことで当事者に寄り添う｡ そうすることで彼らが一部となった社会的な現実
に対して､ どのように省察し､ 批判し､ 抵抗しているかを明らかにすること




されたものを､ 中断させ､ 違反し､ 創造的に再構成することで､ 他のものに
変える状況を作り出すことはできる｡ 逸脱は､ 人々が既存の権力関係の限界
のなかで､ 自身の自由を作り出そうとすることでもある｡ このように与えら
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れた文化的な資源を用いて自らを開放しようとする様子を捉えることで､ 既

















































分野では､ こうした観点から議論されることが多い｡ 日本の研究では､ 例え
ば､ 藤井・原田・大高 (2013) が､ (１) 多様な社会的目標を追求する多元
的目標､ (２) 多様なステークホルダーの参加に開かれたマルチ・ステーク
ホルダー､ (３) 市場からの事業収入､ 公的資金､ ソーシャル・キャピタル
などの資源ミックスによって持続可能性を確保しようとする多元的経済とい
う３つのハイブリッド性が社会的企業の社会性を担保することを提唱してい




ものであった (Defourny and Nyssens, 2010)16)｡ 実際に経験的調査を通じて
構成された理念型をもとに､ 社会的企業の機能分析が行われている｡ 例えば､














的志向性が検討されている｡ 海外においても､ 例えば､ Battilana and Dorado
(2010) では､ 利益と社会性を追求するハイブリッド組織を発展させ維持し
ていくための社会化戦略が検討されている｡ Di Domenico, Haugh and Tracey





16) Laville and Nyssens (2001) においても理念型は現実と同一のものではないことが明
示されている｡
る17)｡ その代わり､ 社会的な課題を解消するための方策を提示することに研
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